
別記様式第4号の2(第53条関係) 

業 務 委 託 契 約 書 

  

 

1 業務委託番号   総政魅単委第１号 

2 委 託 業務名   今治市中心市街地まちづくり基本計画策定支援業務 

3 履 行 期 間   着工 契約締結日 

           完成 令和７年３月31日 

4 業 務 委託料   ￥●●●●●●●●－ 

  (うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥●●●●●●●－) 

5 契 約 保証金   ￥●●●●●●●●－ 

6 秘 密 の保持 

  受託者は、委託業務の処理上知り得た秘密及び個人に関する情報(以下「個人情報」と

いう。)を他に漏らしてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同

様とする。 

7 個人情報の保護 

  受託者は、この契約による事務を処理するため個人情報を取り扱う場合は、個人情報

保護のため別添に掲げる「個人情報・特定個人情報取扱特記事項」を遵守しなければな

らない。 

8 業務従事者等の届出 

  受託者は、業務委託に従事する者を定め、書面をもって氏名その他必要な事項を委託

者に通知しなければならない。 

 

 上記の業務委託について、委託者 今治市長 徳永 繁樹 と 

受託者              は、各々対等な立場における合意に基づいて、別添

の約款によって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

令和 ６年  月  日   

 

委 託 者    今治市長 徳永 繁樹   印   

 

 

受 託 者 住 所                 

氏 名                 

    印   

 

 〔注〕約款及び個人情報・特定個人情報取扱特記事項を付すること。 

案  
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 （ 総則）  

第１ 条 発注者（ 以下「 甲」 と いう 。） 及び受注者（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 こ の約款（ 契約書

を含む。 以下同じ 。） に基づき 、 設計図書（ 別冊の図面、 仕様書、 現場説明書及び現場説明に対

する 質問回答書をいう ｡以下同じ 。） に従い、 日本国の法令を遵守し 、 こ の契約（ こ の約款及び

設計図書を内容と する 業務の委託契約をいう 。 以下同じ 。） を履行し なければなら ない。  

２  乙は、契約書記載の業務（ 以下「 業務」 と いう 。） を契約書記載の履行期間（ 以下「 履行期間」

と いう 。） 内に完了し 、 契約の目的物（ 以下「 成果物」 と いう 。） を甲に引き 渡すも のと し 、 甲

は、 その業務委託料を支払う も のと する 。  

３  甲は、その意図する 成果物を完成さ せる ため、業務に関する 指示を乙又は第 11 条第１ 項に定

める 乙の管理技術者等に対し て行う こ と ができ る 。 こ の場合において、 乙又は乙の管理技術者

等は、 当該指示に従い業務を行わなければなら ない。  

４  乙は、 こ の約款若し く は設計図書に特別の定めがある 場合又は前項の指示若し く は甲乙協議

がある 場合を除き 、 業務を完了する ために必要な一切の手段をその責任において定める も のと

する 。  

５  こ の契約の履行に関し て甲乙間で用いる 言語は、 日本語と する 。  

６  こ の約款に定める 金銭の支払に用いる 通貨は、 日本円と する 。  

７  こ の契約の履行に関し て甲乙間で用いる 計量単位は、 設計図書に特別の定めがある 場合を除

き 、 計量法（ 平成４ 年法律第 51 号） に定める も のと する 。  

８  こ の約款及び設計図書における 期間の定めについては、 民法（ 明治 29 年法律第 89 号） 及び

商法（ 明治 32 年法律第 48 号） の定める と こ ろによ る も のと する 。  

９  こ の契約は、 日本国の法令に準拠する も のと する 。  

10 こ の契約に係る 訴訟については、 松山地方裁判所をも って合意によ る 専属的管轄裁判所と す

る 。  

11 乙が共同企業体を結成し ている 場合においては、 甲は、 こ の契約に基づく すべての行為を共

同企業体の代表者に対し て行う も のと し 、 甲が当該代表者に対し て行ったこ の契約に基づく す

べての行為は、 当該企業体のすべての構成員に対し て行ったも のと みなし 、 ま た、 乙は、 甲に

対し て行う こ の契約に基づく すべての行為について当該代表者を通じ て行わなければなら ない。 

 （ 指示等及び協議の書面主義）  

第２ 条 こ の約款に定める 指示、 催告、 請求、 通知、 報告、 申出、 承諾、 質問、 回答及び解除（ 以

下「 指示等」 と いう 。） は、 甲が認める も のを除き 必要に応じ て書面で行う も のと する 。  

２  前項の規定にかかわら ず、 緊急やむを得ない事情がある 場合には、 甲及び乙は、 前項に規定

する 指示等を口頭で行う こ と ができ る 。 こ の場合において、 甲及び乙は、 既に行った指示等を

書面に記載し 、 遅滞なく こ れを相手方に交付する も のと する 。  

３  甲及び乙は、 こ の約款の他の条項の規定に基づき 協議を行う と き は、 当該協議の内容を必要

に応じ て書面に記録する も のと する 。  

 （ 業務工程表の提出）  

第３ 条 乙は、 こ の契約締結後 14 日以内に設計図書に基づいて業務工程表を作成し 、 甲に提出し
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なければなら ない。 乙は、 業務工程表を変更し たと き は、 その都度変更後の業務工程表を甲に

提出し なければなら ない。  

２  業務工程表は、 甲及び乙を拘束する も のではない。  

 （ 契約の保証）  

第４ 条 乙は、 こ の契約の締結と 同時に、 次の各号のいずれかに掲げる 保証を付さ なければなら

ない。 ただし 、 第５ 号の場合においては、 履行保証保険契約の締結後、 直ちにその保険証券を

甲に寄託し なければなら ない。  

 ( １ )  契約保証金の納付 

 ( ２ )  契約保証金の納付に代わる 担保と なる 有価証券等の提供 

 ( ３ )  こ の契約によ る 債務の不履行によ り 生ずる 損害金の支払を保証する 銀行、 甲が確実と 認

める 金融機関又は保証事業会社（ 公共工事の前払金保証事業に関する 法律（ 昭和 27 年法律第

184 号） 第２ 条第４ 項に規定する 保証事業会社をいう 。 以下同じ 。） の保証 

 ( ４ )  こ の契約によ る 債務の履行を保証する 公共工事履行保証証券によ る 保証 

 ( ５ )  こ の契約によ る 債務の不履行によ り 生ずる 損害をてん補する 履行保証保険契約の締結 

２  前項の保証に係る 契約保証金の額、 保証金額又は保険金額（ 第５ 項において「 保証の額」 と

いう 。） は、 業務委託料の 10 分の１ 以上と し なければなら ない。  

３  乙が第１ 項第３ 号から 第５ 号ま でのいずれかに掲げる 保証を付す場合は、 当該保証は第 51

条第３ 項各号に規定する 者によ る 契約の解除の場合についても 保証する も のでなければなら

ない。  

４  第１ 項の規定によ り 、 乙が同項第２ 号又は第３ 号に掲げる 保証を付し たと き は、 当該保証は

契約保証金に代わる 担保の提供と し て行われたも のと し 、 同項第４ 号又は第５ 号に掲げる 保証

を付し たと き は、 契約保証金の納付を免除する 。  

５  業務委託料の変更があった場合には、 保証の額が変更後の業務委託料の 10 分の１ に達する

ま で、 甲は、 保証の額の増額を請求する こ と ができ 、 乙は、 保証の額の減額を請求する こ と が

でき る 。  

 （ 権利義務の譲渡等）  

第５ 条 乙は、 こ の契約によ り 生ずる 権利又は義務を第三者に譲渡し 、 又は承継さ せてはなら な

い。 ただし 、 あら かじ め、 甲の承諾を得た場合は、 こ の限り でない。  

２  乙は、 成果物（ 未完成の成果物及び業務を行う 上で得ら れた記録等を含む。） を第三者に譲渡

し 、 貸与し 、 又は質権その他の担保の目的に供し てはなら ない。 ただし 、 あら かじ め、 甲の承

諾を得た場合は、 こ の限り でない。  

３  乙が前払金の使用等によ っても なおこ の契約の履行に必要な資金が不足する こ と を疎明し た

と き は、 発注者は、 特段の理由がある 場合を除き 、 受注者の業務委託料債権の譲渡について、

第１ 項ただし 書の承諾をし なければなら ない。  

４  乙は、 前項の規定によ り 、 第１ 項ただし 書の承諾を受けた場合は、 業務委託料債権の譲渡に

よ り 得た資金をこ の契約の履行以外に使用し てはなら ず、 ま たその使途を疎明する 書類を発注

者に提出し なければなら ない。  
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 （ 秘密の保持）  

第６ 条 乙は、 こ の契約の履行に関し て知り 得た秘密を漏ら し てはなら ない。  

２  乙は、 甲の承諾なく 、 成果物（ 未完成の成果物及び業務を行う 上で得ら れた記録等を含む。）

を他人に閲覧さ せ、 複写さ せ、 又は譲渡し てはなら ない。  

 （ 著作権の譲渡等）  

第７ 条 乙は、 成果物が著作権法（ 昭和 45 年法律第 48 号） 第２ 条第１ 項第１ 号に規定する 著作

物（ 以下「 著作物」 と いう 。） に該当する 場合には、 当該著作物に係る 乙の著作権（ 著作権法第

21 条から 第 28 条までに規定する 権利をいう 。 以下同じ 。） を当該著作物の引渡し 時に甲に無償

で譲渡する も のと する 。  

２  甲は、 成果物が著作物に該当する と し ないと にかかわら ず、 当該成果物の内容を乙の承諾な

く 自由に公表する こ と ができ る 。  

３  甲は、 成果物が著作物に該当する 場合には、 乙が承諾し たと き に限り 、 既に乙が該当著作物

に表示し た氏名を変更する こ と ができ る 。  

４  乙は、 成果物が著作物に該当する 場合において、 甲が当該著作物の利用目的の実現のために

その内容を改変する と き は、 その改変に同意する 。 ま た、 甲は、 成果物が著作物に該当し ない

場合には、 当該成果物の内容を乙の承諾なく 自由に改変する こ と ができ る 。  

５  乙は、 成果物（ 業務を行う 上で得ら れた記録等を含む。） が著作物に該当する と し ないと にか

かわら ず、 甲が承諾し た場合には、 当該成果物を使用又は複製し 、 ま た、 前条第１ 項の規定に

かかわら ず当該成果物の内容を公表する こ と ができ る 。  

６  甲は、乙が成果物の作成に当たって開発し たプロ グラ ム（ 著作権法第 10 条第１ 項第９ 号に規

定する プロ グラ ムの著作物をいう 。） 及びデータ ベース （ 著作権法第 12 条の２ に規定する デー

タ ベース の著作物をいう 。） について、 乙が承諾し た場合には、 別に定める と こ ろによ り 、 当該

プロ グラ ム及びデータ ベース を利用する こ と ができ る 。  

７  乙は、 その作成する 成果物が、 第三者の有する 著作権等を侵害する も のでないこ と を、 甲に

対し て保証する 。  

８  乙は、 その作成する 成果物が第三者の有する 著作権等を侵害し 、 第三者に対し て損害の賠償

を行い、 又は必要な措置を講じ なければなら ないと き は、 乙がその賠償額を負担し 、 又は必要

な措置を講ずる も のと する 。  

 （ 特許権等の使用）  

第８ 条 乙は、 特許権、 実用新案権、 意匠権、 商標権その他日本国の法令に基づき 保護さ れる 第

三者の権利（ 以下「 特許権等」 と いう 。） の対象と なっている 施行方法を使用する と き は、 その使

用に関する 一切の責任を負わなければなら ない。 ただし 、 甲がその施行方法を指定し た場合にお

いて、 設計図書に特許権等の対象である 旨の明示がなく 、 かつ、 乙がその存在を知ら なかったと

き は、 甲は、 乙がその使用に関し て要し た費用を負担し なければなら ない。  

（ 意匠の実施の承諾等）  

第８ 条の２  乙は、 自ら 有する 登録意匠（ 意匠法（ 昭和 34 年法律第 125 号） 第２ 条第３ 項に定め

る 登録意匠をいう 。） を設計に用い、又は成果物によ って表現さ れる 構造物若し く は成果物を利



土木設計業務等委託契約約款 

 

－4－ 

用し て完成し た構造物（ 以下「 本件構造物等」 と いう 。） の形状等について同法第３ 条に基づく

意匠登録を受ける と き は、 発注者に対し 、 本件構造物等に係る 意匠の実施を無償で承諾する も

のと する 。  

２  乙は、 本件構造物等の形状等に係る 意匠登録を受ける 権利及び意匠権を第三者に譲渡し 、 又

は承継さ せてはなら ない。 ただし 、 あら かじ め、 甲の承諾を得た場合は、 こ の限り でない。  

 （ 一括再委託等の禁止）  

第９ 条 乙は、 業務の全部を一括し て、 又は設計図書において指定し た主たる 部分を第三者に委

任し 、 又は請け負わせてはなら ない。  

 （ 監督員）  

第 10 条 甲は、 監督員を置いたと き は、 その氏名を乙に通知し なければなら ない。 監督員を変更

し たと き も 、 同様と する 。  

２  監督員は、 こ の約款の他の条項に定める も の及びこ の約款に基づく 甲の権限と さ れる 事項の

う ち甲が必要と 認めて監督員に委任し たも ののほか、 設計図書に定める と こ ろによ り 、 次に掲

げる 権限を有する 。  

 ( １ )  甲の意図する 成果物を完成さ せる ための乙又は乙の管理技術者等に対する 業務に関する

指示 

 ( ２ )  こ の約款及び設計図書の記載内容に関する 乙の確認の申出又は質問に対する 承諾又は回

答 

 ( ３ )  こ の契約の履行に関する 乙又は乙の管理技術者等と の協議 

 ( ４ )  業務の進捗の確認、 設計図書の記載内容と 履行内容と の照合その他契約の履行状況の調

査 

３  甲は、 ２ 名以上の監督員を置き 、 前項の権限を分担さ せたと き にあってはそれぞれの監督員

の有する 権限の内容を、 監督員にこ の約款に基づく 甲の権限の一部を委任し たと き にあっては

当該委任し た権限の内容を、 乙に通知し なければなら ない。  

４  第２ 項の規定に基づく 監督員の指示又は承諾は、 原則と し て、 書面によ り 行わなければなら

ない。  

５  こ の約款に定める 書面の提出は、 設計図書に定める も のを除き 、 監督員を経由し て行う も の

と する 。 こ の場合においては、 監督員に到達し た日をも って甲に到達し たも のと みなす。  

 （ 管理技術者及び主任技術者）  

第 11 条 乙は、 甲に対し て次に掲げる 者（ 以下「 管理技術者等」 と いう 。） を定め、 その氏名そ

の他甲の指定する 事項を通知し なければなら ない。こ れら の者を変更し たと き も 、同様と する 。  

 ( １ )  管理技術者 

 ( ２ )  主任技術者 

２  管理技術者は、こ の契約の履行に関し 、業務の管理及び統轄を行う ほか、業務委託料の変更、

履行期間の変更、業務委託料の請求及び受領、 第 14 条第１ 項の請求の受理、 同条第２ 項の決定

及び通知、 同条第３ 項の請求、 同条第４ 項の通知の受理並びにこ の契約の解除に係る 権限を除

き 、 こ の契約に基づく 乙の一切の権限を行使する こ と ができ る 。  
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３  主任技術者は、 業務の技術上の管理を行う 。  

４  乙は、 第２ 項の規定にかかわら ず、 自己の有する 権限のう ちこ れを管理技術者に委任せず自

ら 行使し よ う と する も のがある と き は、 あら かじ め、 当該権限の内容を甲に通知し なければな

ら ない。  

５  管理技術者等は、 こ れを兼ねる こ と ができ る 。  

（ 照査技術者）  

第 11 条の２  乙は、 設計図書に定める 場合には、 成果物の内容の技術上の照査を行う 照査技術

者を定め、 その氏名その他必要な事項を甲に通知し なければなら ない。 こ れら の者を変更し た

と き も 、 同様と する 。  

２  照査技術者は、 管理技術者等を兼ねる こ と ができ ない。  

 （ 地元関係者と の交渉等）  

第 12 条 地元関係者と の交渉等は、 甲が行う も のと する 。 こ の場合において、 甲の指示がある と

き は、 乙はこ れに協力し なければなら ない。  

２  前項の場合において、 甲は、 当該交渉等に関し て生じ た費用を負担し なければなら ない。  

 （ 土地への立入り ）  

第 13 条 乙が調査のために第三者が所有する 土地に立ち入る 場合において、当該土地の所有者等

の承諾が必要なと き は、 甲がその承諾を得る も のと する 。 こ の場合において、 甲の指示がある

と き は、 乙はこ れに協力し なければなら ない。  

 （ 管理技術者等に対する 措置請求）  

第 14 条 甲は、管理技術者等若し く は照査技術者又は乙の使用人がその業務の実施につき 著し く

不適当と 認めら れる と き は、 乙に対し て、 その理由を明示し た書面によ り 、 必要な措置をと る

べき こ と を請求する こ と ができ る 。  

２  乙は、 前項の規定によ る 請求があったと き は、 当該請求に係る 事項について決定し 、 その結

果を請求を受けた日から 10 日以内に甲に通知し なければなら ない。  

３  乙は、 監督員がその職務の執行につき 著し く 不適当と 認めら れる と き は、 甲に対し て、 その

理由を明示し た書面によ り 、 必要な措置をと る べき こ と を請求する こ と ができ る 。  

４  甲は、 前項の規定によ る 請求があったと き は、 当該請求に係る 事項について決定し 、 その結

果を請求を受けた日から 10 日以内に乙に通知し なければなら ない。  

 （ 履行報告）  

第 15 条 乙は、設計図書に定める と こ ろによ り 、契約の履行について甲に報告し なければなら な

い。  

 （ 貸与品等）  

第 16 条 甲が乙に貸与し 、又は支給する 調査機械器具、図面その他業務に必要な物品等（ 以下「 貸

与品等」 と いう 。） の品名、 数量、 品質、 規格又は性能、 引渡場所及び引渡時期は、 設計図書に

定める と こ ろによ る 。  

２  乙は、 貸与品等の引渡し を受けたと き は、 遅滞なく 甲に受領書又は借用書を提出し なければ

なら ない。  
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３  乙は、 貸与品等を善良な管理者の注意をも って管理し なければなら ない。  

４  乙は、 設計図書に定める と こ ろによ り 、 業務の完了、 設計図書の変更等によ って不用と なっ

た貸与品等を甲に返還し なければなら ない。  

５  乙は、 故意又は過失によ り 貸与品等が滅失若し く はき 損し 、 又はその返還が不可能と なった

と き は、 甲の指定し た期間内に代品を納め、 若し く は原状に復し て返還し 、 又は返還に代えて

損害を賠償し なければなら ない。  

 （ 設計図書と 業務内容が一致し ない場合の修補義務）  

第 17 条 乙は、業務の内容が設計図書又は甲の指示若し く は甲乙協議の内容に適合し ない場合に

おいて、 監督員がその修補を請求し たと き は、 当該請求に従わなければなら ない。 こ の場合に

おいて、 当該不適合が甲の指示によ る と き その他甲の責に帰すべき 事由によ る と き は、 甲は、

必要がある と 認めら れる と き は、 履行期間若し く は業務委託料を変更し 、 又は乙に損害を及ぼ

し たと き は必要な費用を負担し なければなら ない。  

 （ 条件変更等）  

第 18 条 乙は、 業務を行う に当たり 、 次の各号のいずれかに該当する 事実を発見し たと き は、 そ

の旨を直ちに甲に通知し 、 その確認を請求し なければなら ない。  

 ( １ )  図面、 仕様書、 現場説明書及びこ れら の図書に係る 質問回答書並びに現場説明に対する

質問回答書が一致し ないこ と （ こ れら の優先順位が定めら れている 場合を除く 。）  

 ( ２ )  設計図書に誤り 又は脱漏がある こ と  

 ( ３ )  設計図書の表示が明確でないこ と  

 ( ４ )  履行上の制約等設計図書に示さ れた自然的又は人為的な履行条件が実際と 相違する こ と  

 ( ５ )  設計図書に明示さ れていない履行条件について予期する こ と のでき ない特別な状態が生

じ たこ と  

２  甲は、 前項の規定によ る 確認を請求さ れたと き 又は自ら 前項各号に掲げる 事実を発見し たと

き は、 乙の立会いの上、 直ちに調査を行わなければなら ない。 ただし 、 乙が立会いに応じ ない

場合には、 乙の立会いを得ずに行う こ と ができ る 。  

３  甲は、 乙の意見を聴いて、 調査の結果（ こ れに対し てと る べき 措置を指示する 必要がある と

き は、 当該指示を含む。） をと り ま と め、 調査の終了後その結果を遅滞なく 乙に通知し なければ

なら ない。 ただし 、 設計図書の訂正又は変更を行う 必要がある と 認めら れる と き 及び当該調査

結果のと り ま と めに相当の期間を要する と 認めら れる と き は、甲は、必要に応じ 第 20 条第２ 項

の規定によ り 業務の全部又は一部を一時中止さ せる こ と ができ る 。  

４  前項の調査の結果によ り 第１ 項各号に掲げる 事実が確認さ れた場合において、 必要がある と

認めら れる と き は、 甲は、 設計図書の訂正又は変更を行わなければなら ない。  

５  前項の規定によ り 設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、 甲は、 必要がある と 認

めら れる と き は、 履行期間若し く は業務委託料を変更し 、 又は乙に損害を及ぼし たと き は必要

な費用を負担し なければなら ない。  

 （ 設計図書等の変更）  

第 19 条 甲は、 前条第４ 項の規定によ る ほか、 必要がある と 認める と き は、 設計図書又は業務に
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関する 指示（ 以下こ の条及び第 21 条において「 設計図書等」 と いう 。） の変更内容を乙に通知

し て、 設計図書等を変更する こ と ができ る 。 こ の場合において、 甲は、 必要がある と 認めら れ

る と き は履行期間若し く は業務委託料を変更し 、 又は乙に損害を及ぼし たと き は必要な費用を

負担し なければなら ない。  

 （ 業務の中止)  

第 20 条 第三者の所有する 土地への立入り について当該土地の所有者等の承諾を得る こ と がで

き ないため又は暴風、 豪雨、 洪水、 高潮、 地震、 地すべり 、 落盤、 火災、 騒乱、 暴動その他の

自然的又は人為的な事象（ 以下「 天災等」 と いう 。） であって、 乙の責に帰する こ と ができ ない

も のによ り 作業現場の状態が著し く 変動し たため、 乙が業務を行う こ と ができ ないと 認めら れ

る と き は、 甲は、 業務の中止内容を直ちに乙に通知し て、 業務の全部又は一部を一時中止さ せ

なければなら ない。  

２  甲は、前項の規定によ る ほか、必要がある と 認める と き は、業務の中止内容を乙に通知し て、

業務の全部又は一部を一時中止さ せる こ と ができ る 。  

３  甲は、 前２ 項の規定によ り 業務を一時中止し た場合において、 必要がある と 認めら れる と き

は履行期間若し く は業務委託料を変更し 、 又は乙が業務の続行に備え業務の一時中止に伴う 増

加費用を必要と し たと き 若し く は乙に損害を及ぼし たと き は必要な費用を負担し なければなら

ない。  

 （ 業務に係る 乙の提案）  

第 21 条 乙は、設計図書等について、技術的又は経済的に優れた代替方法その他改良事項を発見

し 、 又は発案し たと き は、 甲に対し て、 当該発見又は発案に基づき 設計図書等の変更を提案す

る こ と ができ る 。  

２  甲は、 前項に規定する 乙の提案を受けた場合において、 必要がある と 認める と き は、 設計図

書等の変更を乙に通知する も のと する 。  

３  甲は、 前項の規定によ り 設計図書等が変更さ れた場合において、 必要がある と 認めら れる と

き は、 履行期間又は業務委託料を変更し なければなら ない。  

（ 適正な履行期間の設定）  

第 22 条 甲は、履行期間の延長又は短縮を行う と き は、こ の業務に従事する 者の労働時間その他

の労働条件が適正に確保さ れる よ う 、 やむを得ない事由によ り 業務の実施が困難である と 見込

ま れる 日数等を考慮し なければなら ない。  

 （ 乙の請求によ る 履行期間の延長）  

第 23 条 乙は、その責に帰すこ と ができ ない事由によ り 履行期間内に業務を完了する こ と ができ

ないと き は、その理由を明示し た書面によ り 甲に履行期間の延長変更を請求する こ と ができ る 。 

 （ 甲の請求によ る 履行期間の短縮等）  

第 24 条 甲は、特別の理由によ り 履行期間を短縮する 必要がある と き は、履行期間の短縮変更を

乙に請求する こ と ができ る 。  

２  甲は、 前項の場合において、 必要がある と 認めら れる と き は、 業務委託料を変更し 、 又は乙

に損害を及ばし たと き は必要な費用を負担し なければなら ない。  
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 （ 履行期間の変更方法）  

第 25 条 履行期間の変更については、 甲乙協議し て定める 。 ただし 、 協議が整わない場合には、

甲が定め、 乙に通知する 。  

 （ 業務委託料の変更方法等）  

第 26 条 業務委託料の変更については、甲乙協議し て定める 。ただし 、協議が整わない場合には、

甲が定め、 乙に通知する 。  

２  こ の約款の規定によ り 、 乙が増加費用を必要と し た場合又は損害を受けた場合に甲が負担す

る 必要な費用の額については、 甲乙協議し て定める 。  

３  変更後の業務委託料に 1, 000 円未満の端数を生じ たと き は、 原則と し てこ れを切り 捨てる 。  

 （ 臨機の措置）  

第 27 条 乙は、災害防止等のため必要がある と 認める と き は、臨機の措置をと ら なければなら な

い。 こ の場合において、 必要がある と 認める と き は、 乙は、 あら かじ め、 甲の意見を聴かなけ

ればなら ない。 ただし 、 緊急やむを得ない事情がある と き は、 こ の限り でない。  

２  前項の場合においては、乙は、そのと った措置の内容を甲に直ちに通知し なければなら ない。  

３  甲は、 災害防止その他業務を行う 上で特に必要がある と 認める と き は、 乙に対し て臨機の措

置をと る こ と を請求する こ と ができ る 。  

４  乙が第１ 項又は前項の規定によ り 臨機の措置をと った場合において、 当該措置に要し た費用

のう ち、乙が業務委託料の範囲において負担する こ と が適当でないと 認めら れる 部分については、

甲がこ れを負担する 。 こ の場合における 甲の負担額は、 甲乙協議し て定める 。 ただし 、 協議が整

わない場合には、 甲が定め、 乙に通知する 。  

 （ 一般的損害）  

第 28 条 成果物の引渡し 前に、成果物に生じ た損害その他業務を行う につき 生じ た損害（ 次条第

１ 項、 第２ 項若し く は第３ 項又は第 30 条第１ 項に規定する 損害を除く 。） については、 乙がそ

の費用を負担する 。 ただし 、 その損害（ 設計図書に定める と こ ろによ り 付さ れた保険によ り て

ん補さ れた部分を除く 。） のう ち甲の責に帰すべき 事由によ り 生じ たも のについては、甲が負担

する 。 こ の場合における 甲の負担額は、 甲乙協議し て定める 。 ただし 、 協議が整わない場合に

は、 甲が定め、 乙に通知する 。  

 （ 第三者に及ぼし た損害）  

第 29 条 業務を行う につき 第三者に及ぼし た損害（ 第３ 項に規定する 損害を除く 。） について、

当該第三者に対し て損害の賠償を行わなければなら ないと き は、 乙がその賠償額を負担する 。  

２  前項の規定にかかわら ず、 同項に規定する 賠償額（ 設計図書に定める と こ ろによ り 付さ れた

保険によ り てん補さ れた部分を除く 。） のう ち、 甲の指示、 貸与品等の性状その他甲の責に帰す

べき 事由によ り 生じ たも のについては、 甲がその賠償額を負担する 。 ただし 、 乙が、 甲の指示

又は貸与品等が不適当である こ と 等甲の責に帰すべき 事由がある こ と を知り ながら こ れを通知

し なかったと き は、 こ の限り でない。  

３  業務を行う につき 通常避ける こ と ができ ない騒音、 振動、 地下水の断絶等の理由によ り 第三

者に及ぼし た損害（ 設計図書に定める と こ ろによ り 付さ れた保険によ り てん補さ れた部分を除
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く 。） について、 当該第三者に損害の賠償を行わなければなら ないと き は、 甲がその賠償額を負

担し なければなら ない。 ただし 、 業務を行う につき 乙が善良な管理者の注意義務を怠ったこ と

によ り 生じ たも のについては、 乙が負担する 。  

４  前３ 項の場合その他業務を行う につき 第三者と の間に紛争を生じ た場合においては、 甲乙協

力し てその処理解決に当たる も のと する 。  

 （ 不可抗力によ る 損害）  

第 30 条 成果物の引渡し 前に、 天災等（ 設計図書で基準を定めたも のにあっては、 当該基準を超

える も のに限る 。） で甲乙双方の責に帰すこ と ができ ないも の（ 以下「 不可抗力」 と いう 。） に

よ り 、 試験等に供さ れる 業務の出来形部分（ 以下こ の条及び第 50 条において「 業務の出来形部

分」 と いう 。）、 仮設物又は作業現場に搬入済みの調査機械器具に損害が生じ たと き は、 乙は、

その事実の発生後直ちにその状況を甲に通知し なければなら ない。  

２  甲は、 前項の規定によ る 通知を受けたと き は、 直ちに調査を行い、 前項の損害（ 乙が善良な

管理者の注意義務を怠ったこ と に基づく も の及び設計図書に定める と こ ろによ り 付さ れた保険

によ り てん補さ れた部分を除く 。 以下こ の条において同じ 。） の状況を確認し 、 その結果を乙に

通知し なければなら ない。  

３  乙は、 前項の規定によ り 損害の状況が確認さ れたと き は、 損害によ る 費用の負担を甲に請求

する 事ができ る 。  

４  甲は、 前項の規定によ り 乙から 損害によ る 費用の負担の請求があったと き は、 当該損害の額

（ 業務の出来形部分、 仮設物又は作業現場に搬入済みの調査機械器具であって立会いその他乙

の業務に関する 記録等によ り 確認する こ と ができ る も のに係る 額に限る 。）及び当該損害の取片

付けに要する 費用の額の合計額（ 以下「 損害合計額」 と いう 。） のう ち、 業務委託料の 100 分の

１ を超える 額を負担し なければなら ない。  

５  損害の額は、 次に掲げる 損害につき 、 それぞれ当該各号に定める と こ ろによ り 、 算定する 。  

 ( １ )  業務の出来形部分に関する 損害 

   損害を受けた業務の出来形部分に相応する 業務委託料の額と し 、 残存価値がある 場合には

その評価額を差し 引いた額と する 。  

 ( ２ )  仮設物又は調査機械器具に関する 損害 

   損害を受けた仮設物又は調査機械器具で通常妥当と 認めら れる も のについて、 当該業務で

償却する こ と と し ている 償却費の額から 損害を受けた時点における 成果物に相応する 償却費

の額を差し 引いた額と する 。 ただし 、 修繕によ り その機能を回復する こ と ができ 、 かつ、 修

繕費の額が前記の額よ り 少額である も のについては、 その修繕費の額と する 。  

６  数次にわたる 不可抗力によ り 損害合計額が累積し た場合における 第２ 次以降の不可抗力によ

る 損害合計額の負担については、 第４ 項中「 当該損害の額」 と ある のは「 損害の額の累計」 と 、

「 当該損害の取片付けに要する 費用の額」 と ある のは「 損害の取片付けに要する 費用の額の累

計」 と 、「 業務委託料の 100 分の１ を超える 額」 と ある のは「 業務委託料の 100 分の１ を超える

額から 既に負担し た額を差し 引いた額」 と し て同項を適用する 。  

 （ 業務委託料の変更に代える 設計図書の変更）  
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第 31 条 甲は、第８ 条、第 17 条から 第 21 条ま で、第 23 条、第 24 条、第 27 条、第 28 条、前条、

第 34 条又は第 40 条の規定によ り 業務委託料を増額すべき 場合又は費用を負担すべき 場合にお

いて、 特別の理由がある と き は、 業務委託料の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図

書を変更する こ と ができ る 。こ の場合において、設計図書の変更内容は、甲乙協議し て定める 。

ただし 、 協議が整わない場合には、 甲が定め、 乙に通知する 。  

 （ 検査及び引渡し ）  

第 32 条 乙は、 業務を完了し たと き は、 その旨を甲に通知し なければなら ない。  

２  甲又は甲が検査を行う 者と し て定めた職員（ 以下「 検査職員」 と いう 。） は、 前項の規定によ

る 通知を受けたと き は、通知を受けた日から 10 日以内に必要に応じ て乙の立会いの上、設計図

書に定める と こ ろによ り 、 業務の完了を確認する ための検査を完了し 、 当該検査の結果を乙に

通知し なければなら ない。  

３  乙は、 甲が前項の検査によ って業務の完了を確認し たと き は、 直ちに当該成果物を引渡さ な

ければなら ない。  

４  乙は、 業務が第２ 項の検査に合格し ないと き は、 直ちに修補し て甲の検査を受けなければな

ら ない。 こ の場合においては、 修補の完了を業務の完了と みなし て前各項の規定を準用する 。  

 （ 業務委託料の支払い）  

第 33 条 乙は、前条第２ 項の検査に合格し たと き は、業務委託料の支払いを請求する こ と ができ

る 。  

２  甲は、前項の規定によ る 請求があったと き は、請求を受けた日から 30 日以内に業務委託料を

支払わなければなら ない。  

３  甲がその責に帰すべき 事由によ り 前条第２ 項の期間内に検査を完了し ないと き は、 その期限

を経過し た日から 検査を完了し た日ま での期間の日数は、 前項の期間（ 以下「 約定期間」 と い

う 。） の日数から 差し 引く も のと する 。 こ の場合において、 その遅延日数が約定期間の日数を超

える と き は、 約定期間は、 遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了し たも のと みな

す。  

 （ 引渡し 前における 成果物の使用）  

第 34 条 甲は、 第 32 条第３ 項の規定によ る 引渡し 前においても 、 成果物の全部又は一部を乙の

承諾を得て使用する こ と ができ る 。  

２  前項の場合においては、 甲は、 その使用部分を善良な管理者の注意をも って使用し なければ

なら ない。  

３  甲は、 第１ 項の規定によ り 成果物の全部又は一部を使用し たこ と によ って乙に損害を及ぼし

たと き は、 必要な費用を負担し なければなら ない。 こ の場合における 甲の負担額は、 甲乙協議

し て定める 。 ただし 、 協議が整わない場合には、 甲が定め、 乙に通知する 。  

 （ 前金払）  

第 35 条 乙は、保証事業会社と 、契約書記載の業務完了の時期を保証期限と する 公共工事の前払

金保証事業に関する 法律第２ 条第５ 項に規定する 保証契約（ 以下「 保証契約」 と いう 。） を締結

し 、その保証証書を甲に寄託し て、業務委託料の 10 分の３ 以内の前払金の支払を甲に請求する
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こ と ができ る 。  

２  甲は、前項の規定によ る 請求があったと き は、請求を受けた日から 30 日以内に前払金を支払

う も のと する 。  

３  乙は、業務委託料が著し く 増額さ れた場合においては、その増額後の業務委託料の 10 分の３

から 受領済みの前払金額を差し 引いた額に相当する 額の範囲内で前払金の支払を請求する こ と

ができ る 。 こ の場合においては、 前項の規定を準用する 。  

４  乙は、 業務委託料が著し く 減額さ れた場合において、 受領済みの前払金額が減額後の業務委

託料の 10 分の４ を超える と き は、 乙は、 業務委託料が減額さ れた日から 30 日以内に、 その超

過額を返還し なければなら ない。  

５  前項の超過額が相当の額に達し 、 返還する こ と が前払金の使用状況から みて著し く 不適当で

ある と 認めら れる と き は、 甲乙協議し て返還すべき 超過額を定める 。 ただし 、 協議が整わない

場合には、 甲が定め、 乙に通知する 。  

６  甲は、 乙が第４ 項の期間内に超過額を返還し なかったと き は、 その未返還額につき 、 同項の

期間を経過し た日から 返還をする 日ま での期間について、 その日数に応じ 、 同項の返還期限の

翌日時点における 民法第 404 条第２ 項に定める 率を乗じ て計算し た額（ その額に 100 円未満の

端数が生じ たと き は、 こ れを切り 捨てた額） の遅延利息の支払を請求する こ と ができ る 。  

 （ 保証契約の変更）  

第 36 条 乙は、前条第３ 項の規定によ り 受領済みの前払金に追加し てさ ら に前払金の支払を請求

する 場合には、 あら かじ め、 保証契約を変更し 、 変更後の保証証書を甲に寄託し なければなら

ない。  

２  乙は、 前項に定める 場合のほか、 業務委託料が減額さ れた場合において、 保証契約を変更し

たと き は、 変更後の保証証書を直ちに甲に寄託し なければなら ない。  

３  乙は、 前払金額の変更を伴わない履行期間の変更が行われた場合には、 甲に代わり その旨を

保証事業会社に直ちに通知する も のと する 。  

 （ 前払金の使用等）  

第 37 条 乙は、 前払金をこ の業務の材料費、 労務費、 外注費、 機械購入費（ こ の業務において償

却さ れる 割合に相当する 額に限る 。）、 動力費、 支払運賃及び保証料に相当する 額と し て必要な

経費以外の支払いに充当し てはなら ない。  

 （ 部分引渡し ）  

第 38 条 成果物について、甲が設計図書において業務の完了に先だって引渡し を受ける べき こ と

を指定し た部分（ 以下「 指定部分」 と いう 。） がある 場合において、 当該指定部分の業務が完了

し たと き については、 第 32 条中「 業務」 と ある のは「 指定部分に係る 業務」 と 、「 成果物」 と

ある のは「 指定部分に係る 成果物」 と 、 第 33 条中「 業務委託料」 と ある のは「 部分引渡し に係

る 業務委託料」 と 読み替えて、 こ れら の規定を準用する 。  

２  前項に規定する 場合のほか、 成果物の一部分が完了し 、 かつ、 可分なも のである と き は、 甲

は、 当該部分について、 乙の承諾を得て引渡し を受ける こ と ができ る 。 こ の場合において、 第

32 条中「 業務」 と ある のは「 引渡部分に係る 業務」 と 、「 成果物」 と ある のは「 引渡部分に係
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る 成果物」 と 、 第 33 条中「 業務委託料」 と ある のは「 部分引渡し に係る 業務委託料」 と 読み替

えて、 こ れら の規定を準用する 。  

３  前２ 項の規定によ り 準用さ れる 第 33 条第１ 項の規定によ り 乙が請求する こ と ができ る 部分

引渡し に係る 業務委託料は、 次の各号に掲げる 式によ り 算定する 。 こ の場合において、 第１ 号

中「 指定部分に相応する 業務委託料」 及び第２ 号中「 引渡部分に相応する 業務委託料」 は、 甲

乙協議し て定める 。 ただし 、 協議が整わない場合には、 甲が定め、 乙に通知する 。  

( １ )  第１ 項に規定する 部分引渡し に係る 業務委託料 

   指定部分に相応する 業務委託料×（ １ －前払金の額／業務委託料）  

 ( ２ )  第２ 項に規定する 部分引渡し に係る 業務委託料 

   引渡部分に相応する 業務委託料×（ １ －前払金の額／業務委託料）  

 （ 第三者によ る 代理受領）  

第 39 条 乙は、甲の承諾を得て業務委託料の全部又は一部の受領につき 、第三者を代理人と する

こ と ができ る 。  

２  甲は、 前項の規定によ り 乙が第三者を代理人と し た場合において、 乙の提出する 支払請求書

に当該第三者が乙の代理人である 旨の明記がなさ れている と き は、 当該第三者に対し て第 33

条（ 第 38 条において準用する 場合を含む。） の規定に基づく 支払をし なければなら ない。  

 （ 前払金等の不払に対する 業務中止）  

第 40 条 乙は、甲が第 35 条において準用さ れる 第 33 条の規定に基づく 支払を遅延し 、相当の期

間を定めてその支払を請求し たにも かかわら ず支払をし ないと き は、 業務の全部又は一部を一

時中止する こ と ができ る 。 こ の場合においては、 乙は、 その理由を明示し た書面によ り 、 直ち

にその旨を甲に通知し なければなら ない。  

２  甲は、 前項の規定によ り 乙が業務を一時中止し た場合において、 必要がある と 認めら れる と

き は履行期間若し く は業務委託料を変更し 、 又は乙が増加費用を必要と し 、 若し く は乙に損害

を及ぼし たと き は必要な費用を負担し なければなら ない。  

（ 契約不適合責任）  

第 41 条 甲は、引き 渡さ れた成果物が種類又は品質に関し て契約の内容に適合し ないも の（ 以下

「 契約不適合」 と いう 。） である と き は、 乙に対し 、 成果物の修補又は代替物の引渡し によ る 履

行の追完を請求する こ と ができ る 。  

２  前項の場合において、 乙は、 甲に不相当な負担を課する も のでないと き は、 甲が請求し た方

法と 異なる 方法によ る 履行の追完をする こ と ができ る 。  

３  第１ 項の場合において、 甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし 、 その期間内に履行

の追完がないと き は、 甲は、 その不適合の程度に応じ て代金の減額を請求する こ と ができ る 。

ただし 、 次の各号のいずれかに該当する 場合は、 催告をする こ と なく 、 直ちに代金の減額を請

求する こ と ができ る 。  

( １ )  履行の追完が不能である と き 。  

（ ２ ）  乙が履行の追完を拒絶する 意思を明確に表示し たと き 。  

（ ３ ）  成果物の性質又は当事者の意思表示によ り 、 特定の日時又は一定の期間内に履行し なけ
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れば契約をし た目的を達する こ と ができ ない場合において、 乙が履行の追完をし ないでその

時期を経過し たと き 。  

（ ４ ）  前３ 号に掲げる 場合のほか、甲がこ の項の規定によ る 催告をし ても 履行の追完を受ける

見込みがないこ と が明ら かである と き 。  

 （ 甲の任意解除権）  

第 42 条 甲は、 業務が完了する ま での間は、 次条又は第 44 条の規定によ る ほか、 必要がある と

き は、 契約を解除する こ と ができ る 。  

２  甲は、 前項の規定によ り 契約を解除し たこ と によ り 乙に損害を及ぼし たと き は、 その損害を

賠償し なければなら ない。  

（ 甲の催告によ る 解除権）  

第 43 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する と き は相当の期間を定めてその履行の催告を 

し 、 その期間内に履行がないと き はこ の契約を解除する こ と ができ る 。 ただし 、 その期間を経 

過し た時における 債務の不履行がこ の契約及び取引上の社会通念に照ら し て軽微である と き は、 

こ の限り でない。  

( １ )  第５ 条第４ 項に規定する 書類を提出せず、 又は虚偽の記載をし てこ れを提出し たと き 。  

( ２ )  正当な理由なく 、 業務に着手すべき 期日を過ぎても 業務に着手し ないと き 。  

( ３ )  履行期間内に完了し ないと き 又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する 見込み

がないと 認めら れる と き 。  

( ４ )  管理技術者等を配置し なかったと き 。  

( ５ )  正当な理由なく 、 第 41 条第１ 項の履行の追完がなさ れないと き 。  

( ６ )  前各号に掲げる 場合のほか、 こ の契約に違反し たと き 。  

（ 甲の催告によ ら ない解除権）  

第 44 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する と き は、直ちにこ の契約を解除する こ と がで

き る 。  

( １ )  第５ 条第１ 項の規定に違反し て業務委託料債権を譲渡し たと き 。  

( ２ )  第５ 条第４ 項の規定に違反し て譲渡によ り 得た資金を当該業務の履行以外に使用し たと

き 。  

( ３ )  こ の契約の成果物を完成さ せる こ と ができ ないこ と が明ら かである と き 。  

( ４ )  乙がこ の契約の成果物の完成の債務の履行を拒絶する 意思を明確に表示し たと き 。  

( ５ )  乙の債務の一部の履行が不能である 場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶する 意思

を明確に表示し た場合において、 残存する 部分のみでは契約をし た目的を達する こ と ができ

ないと き 。  

( ６ )  契約の成果物の性質や当事者の意思表示によ り 、 特定の日時又は一定の期間内に履行し

なければ契約をし た目的を達する こ と ができ ない場合において、 乙が履行をし ないでその時

期を経過し たと き 。  

( ７ )  前各号に掲げる 場合のほか、 乙がその債務の履行をせず、 甲が前条の催告をし ても 契約

をし た目的を達する のに足り る 履行がさ れる 見込みがないこ と が明ら かである と き 。  
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( ８ )  暴力団（ 暴力団員によ る 不当な行為の防止等に関する 法律（ 平成３ 年法律第 77 号） 第２

項第２ 号に規定する 暴力団をいう 。 以下こ の条において同じ 。） 又は暴力団員等（ 今治市暴力

団排除条例（ 平成 22 年今治市条例第 50 号） 第２ 条第３ 号に規定する 暴力団員等又は同号に

規定する 暴力団員等でなく なった日から ５ 年を経過し ない者をいう 。 以下こ の条において同

じ 。） が経営に実質的に関与し ている と 認めら れる 者に業務委託料債権を譲渡し たと き 。  

( ９ )  第 46 条又は第 47 条の規定によ ら ないでこ の契約の解除を申し 出たと き 。  

( 10)  乙（ 乙が設計共同体である と き は、 その構成員のいずれかの者。 以下こ の号において同

じ 。） が次のいずれかに該当する と き 。  

ア 役員等（ 乙が個人である 場合にはその者を、 乙が法人である 場合にはその役員又はその

支店若し く は常時建設コ ンサルタ ント 業務等の契約を締結する 事務所の代表者をいう 。 以

下こ の号において同じ 。） が暴力団員等である と 認めら れる と き 。  

イ  暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与し ている と 認めら れる と き 。  

ウ  役員等が自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を図る 目的又は第三者に損害を加える

目的をも って、 暴力団又は暴力団員等を利用する など し たと 認めら れる と き 。  

エ 役員等が、 暴力団又は暴力団員等に対し て資金等を供給し 、 又は便宜を供与する など直

接的ある いは積極的に暴力団の維持、 運営に協力し 、 若し く は関与し ている と 認めら れる

と き 。  

オ 役員等が暴力団又は暴力団員等と 社会的に非難さ れる べき 関係を有し ている と 認めら れ

る と き 。  

カ 再委託契約その他の契約に当たり 、 その相手方がアから オま でのいずれかの該当する こ

と を知り ながら 、 当該者と 契約を締結し たと 認めら れる と き 。  

キ 乙が、 アから オま でのいずれかに該当する 者を再委託契約その他の契約の相手方と し て

いた場合（ カに該当する 場合を除く 。） に、 甲が乙に対し て当該契約の解除を求め、 乙がこ

れに従わなかったと き 。  

( 11)  甲は、 乙（ ウ 及びエにあっては、 乙が法人である 場合においてはその役員又は使用人、

個人である 場合においてはその者又は使用人を含む。） がこ の契約に関し て、次のいずれかに

該当し たと き は、 こ の契約を解除する こ と ができ る 。  

ア 公正取引委員会から 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する 法律（ 昭和 22 年法律第

54 号。 以下「 独占禁止法」 と いう 。） 第 49 条に規定する 排除措置命令（ 以下「 排除措置命

令」 と いう 。） を受け、 当該排除措置命令が確定し たと き 。  

イ  公正取引委員会から 独占禁止法第 62 条第１ 項に規定する 納付命令（ 以下「 納付命令」 と

いう 。） を受け、 当該納付命令が確定し たと き 。  

ウ  刑法（ 明治 40 年法律第 45 号） 第 96 条の６ 若し く は第 198 条又は独占禁止法第 89 条第

１ 項若し く は第 95 条（ 独占禁止法第 89 条第１ 項に規定する 違反行為をし た場合に限る 。）

の罪を犯し たこ と によ り 、 有罪判決が確定し たと き 。  

エ 刑法第 197 条から 第 197 条の４ ま でに規定する 賄賂を甲の職員（ 一般職及び特別職に属

する 職員をいう 。 以下こ の号において同じ 。）、 職員になろう と する 者又は職員であった者
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に供与し 、又はその約束をし たと き（ こ れら の者に対し て有罪判決が確定し たと き に限る 。）。 

オ その他入札談合行為があったと 認めら れる と き 。  

（ 甲の責めに帰すべき 事由によ る 場合の解除の制限）  

第 45 条 第 43 条各号又は前条各号に定める 場合が甲の責めに帰すべき 事由によ る も のである と

き は、 甲は、 前２ 条の規定によ る 契約の解除をする こ と ができ ない。  

（ 乙の催告によ る 解除権）  

第 46 条 乙は、 甲がこ の契約に違反し たと き は、 相当の期間を定めてその履行の催告をし 、その

期間内に履行がないと き は、 こ の契約を解除する こ と ができ る 。 ただし 、 その期間を経過し た

時における 債務の不履行がこ の契約及び取引上の社会通念に照ら し て軽微である と き は、 こ の

限り でない。  

（ 乙の催告によ ら ない解除権）  

第 47 条 乙は、次の各号のいずれかに該当する と き は、直ちにこ の契約を解除する こ と ができ る 。 

 ( １ )  第 19 条の規定によ り 設計図書を変更し たため業務委託料が３ 分の２ 以上減少し たと き 。 

 ( ２ )  第 20 条の規定によ る 業務の中止期間が履行期間の 10 分の５（ 履行期間の 10 分の５ が６

月を超える と き は、 ６ 月） を超えたと き 。 ただし 、 中止が業務の一部のみの場合は、 その一

部を除いた他の部分の業務が完了し た後３ 月を経過し ても 、 なおその中止が解除さ れないと

き 。  

（ 乙の責めに帰すべき 事由によ る 場合の解除の制限）  

第48条 第46条又は前条各号に定める 場合が乙の責めに帰すべき 事由によ る も のである と き は、

乙は、 前２ 条の規定によ る 契約の解除をする こ と ができ ない。  

  （ 解除の効果）  

第 49 条 こ の契約が解除さ れた場合には、 第１ 条第２ 項に規定する 甲及び乙の義務は消滅する 。 

２  甲は、 前項の規定にかかわら ず、 こ の契約が業務の完了前に解除さ れた場合において、 乙が

既に業務を完了し た部分（ 以下「 既履行部分」 と いう 。） の引渡し を受ける 必要がある と 認めた

と き は、 既履行部分を検査の上、 当該検査に合格し た部分の引渡し を受ける こ と ができ る 。 こ

の場合において、 甲は、 当該引渡し を受けた既履行部分に相応する 業務委託料（ 以下「 既履行

部分委託料」 と いう 。） を乙に支払わなければなら ない。  

３  前項に規定する 既履行部分委託料は、 甲乙協議し て定める 。 ただし 、 協議が整わない場合に

は、 甲が定め、 乙に通知する 。  

 （ 解除に伴う 措置）  

第50条 こ の契約が業務の完了前に解除さ れた場合において、第35条の規定によ る 前払金があっ

たと き は、 乙は、 第 43 条又は第 44 条又は次条第 3 項の規定によ る 解除にあっては、 当該前払

金の額に当該前払金の支払の日から 返還の日ま での日数に応じ 、 前払金の支払いの日時点にお

ける 民法第 404 条第２ 項に定める 率を乗じ て計算し た額の利息を付し た額を、 第 42 条、 第 46

条又は第 47 条の規定によ る 解除にあっては、 当該前払金の額を甲に返還し なければなら ない。 

２  前項の規定にかかわら ず、 契約が業務の完了前に解除さ れ、 かつ、 前条第２ 項の規定によ り

既履行部分の引渡し が行われる 場合において、第 35 条の規定によ る 前払金があったと き は、甲

は、 当該前払金の額を前条第３ 項の規定によ り 定めら れた既履行部分委託料から 控除する も の
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と する 。 こ の場合において、 受領済みの前払金になお余剰がある と き は、 乙は、 第 43 条、 第

44 条又は次条第 3 項の規定によ る 解除にあっては、当該余剰額に前払金の支払の日から 返還の

日ま での日数に応じ 前払金の支払いの日時点における 民法第 404 条第２ 項に定める 率を乗じ て

計算し た額の利息を付し た額を、 第 42 条、 第 46 条又は第 47 条の規定によ る 解除にあっては、

当該余剰額を甲に返還し なければなら ない。  

３  乙は、 こ の契約が業務の完了前に解除さ れた場合において、 貸与品等がある と き は、 当該貸

与品等を甲に返還し なければなら ない。 こ の場合において、 当該貸与品等が乙の故意又は過失

によ り 滅失又はき 損し たと き は、 代品を納め、 若し く は原状に復し て返還し 、 又は返還に代え

てその損害を賠償し なければなら ない。  

４  乙は、 こ の契約が業務の完了前に解除さ れた場合において、 作業現場に乙が所有又は管理す

る 業務の出来形部分、 調査機械器具、 仮設物その他の物件がある と き は、 乙は、 当該物件を撤

去する と と も に、 作業現場を修復し 、 取り 片付けて、 甲に明け渡さ なければなら ない。  

５  前項に規定する 撤去又は修復若し く は取片付けに要する 費用（ 以下本項及び次項において「 撤

去費用等」 と いう 。） は、 次の各号に掲げる 撤去費用等につき 、 それぞれ各号に定める と こ ろに

よ り 甲又は乙が負担する 。  

 ( １ )  業務の出来形部分に関する 撤去費用等 

   こ の契約の解除が第 43 条、 第 44 条又は次条第 3 項によ る と き は乙が負担し 、第 42 条、 第

46 条又は第 47 条によ る と き は甲が負担する 。  

 ( ２ )  調査機械器具、 仮設物その他物件に関する 撤去費用等 

   乙が負担する 。  

６  第４ 項の場合において、 乙が正当な理由なく 、 相当の期間内に当該物件を撤去せず、 又は作

業現場の修復若し く は取片付けを行わないと き は、 甲は、 乙に代わって当該物件の処分又は作

業現場の修復若し く は取片付けを行う こ と ができ る 。 こ の場合においては、 乙は、 甲の処分又

は修復若し く は取片付けについて異議を申し 出る こ と ができ ず、 ま た、 甲が支出し た撤去費用

等（ 前項第１ 号の規定によ り 、 甲が負担する 業務の出来形部分に係る も のを除く 。） を負担し な

ければなら ない。  

７  第３ 項前段に規定する 乙のと る べき 措置の期限、 方法等については、 こ の契約の解除が第 43

条、 第 44 条又は次条第 3 項によ る と き は甲が定め、 第 42 条、 第 46 条又は第 47 条の規定によ

る と き は乙が甲の意見を聴いて定める も のと し 、 第３ 項後段及び第４ 項に規定する 乙のと る べ

き 措置の期限、 方法等については、 甲が乙の意見を聴いて定める も のと する 。  

８  業務の完了後にこ の契約が解除さ れた場合は、 解除に伴い生じ る 事項の処理については甲及

び乙が民法の規定に従って協議し て決める 。  

（ 甲の損害賠償請求等）  

第 51 条 甲は、 乙が次の各号のいずれかに該当する と き は、 こ れによ って生じ た損害の賠償を請

求する こ と ができ る 。  

( １ )  履行期間内に業務を完了する こ と ができ ないと き 。  

( ２ )  こ の契約の成果物に契約不適合がある と き 。  
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( ３ )  第 43 条又は第 44 条の規定によ り 成果物の引渡し 後にこ の契約が解除さ れたと き 。  

( ４ )  第３ 号に掲げる 場合のほか、 債務の本旨に従った履行をし ないと き 又は債務の履行が不

能である と き 。  

２  次の各号のいずれかに該当する と き は、 前項の損害賠償に代えて、 乙は、 業務委託料の 10 分

の１ に相当する 額を違約金と し て甲の指定する 期間内に支払わなければなら ない。  

( １ )  第 43 条又は第 44 条の規定によ り 成果物の引渡し 前にこ の契約が解除さ れたと き 。  

( ２ )  成果物の引渡し 前に、乙がその債務の履行を拒否し 、又は乙の責めに帰すべき 事由によ っ

て乙の債務について履行不能と なったと き 。  

３  次の各号に掲げる 者がこ の契約を解除し た場合は、 前項第２ 号に該当する 場合と みなす。  

( １ )  乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（ 平成 16 年法律第 75 号）

の規定によ り 選任さ れた破産管財人 

( ２ )  乙について更生手続開始の決定があった場合において、 会社更生法（ 平成 14 年法律第

154 号） の規定によ り 選任さ れた管財人 

( ３ )  乙について再生手続開始の決定があった場合において、 民事再生法（ 平成 11 年法律第

225 号） の規定によ り 選任さ れた再生債務者等 

４  第１ 項各号又は第２ 項各号に定める 場合（ 前項の規定によ り 第２ 項第２ 号に該当する 場合と

みなさ れる 場合を除く 。） がこ の契約及び取引上の社会通念に照ら し て乙の責めに帰する こ と

ができ ない事由によ る も のである と き は、 第１ 項及び第２ 項の規定は適用し ない。  

５  第１ 項第１ 号に該当し 、 甲が損害の賠償を請求する 場合の請求額は、 業務委託料から 既履行

部分に相応する 業務委託料を控除し た額につき 、 遅延日数に応じ 、 履行期間を徒過し た日時

点における 民法第 404 条第２ 項に定める 率を乗じ て計算し た額と する 。  

６  第２ 項の場合（ 第 44 条第８ 号、 第 10 号及び第 11 号の規定によ り 、 こ の契約が解除さ れた場

合を除く 。） において、 第４ 条の規定によ り 契約保証金の納付又はこ れに代わる 担保の提供が

行われている と き は、 甲は、 当該契約保証金又は担保をも って同項の違約金に充当する こ と

ができ る 。  

（ 乙の損害賠償請求等）  

第 52 条 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当する 場合はこ れによ って生じ た損害の賠償を請求

する こ と ができ る 。 ただし 、 当該各号に定める 場合がこ の契約及び取引上の社会通念に照ら

し て甲の責めに帰する こ と ができ ない事由によ る も のである と き は、 こ の限り でない。  

( １ )  第 46 条又は第 47 条の規定によ り こ の契約が解除さ れたと き 。  

( ２ )  前号に掲げる 場合のほか、 債務の本旨に従った履行をし ないと き 又は債務の履行が不能

である と き 。  

２  第 33 条第２ 項（ 第 38 条において準用する 場合を含む。） の規定によ る 業務委託料の支払いが

遅れた場合においては、 乙は、 未受領金額につき 、 遅延日数に応じ 、 同項の支払期限の翌日

時点における 民法第 404 条第２ 項に定める 率を乗じ て計算し た額の遅延利息の支払いを甲に

請求する こ と ができ る 。  

（ 契約不適合責任期間等）  
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第 53 条 甲は、 引き 渡さ れた成果物に関し 、 第 32 条第３ 項又は第４ 項（ 第 38 条においてこ れら

の規定を準用する 場合を含む。） の規定によ る 引渡し（ 以下こ の条において単に「 引渡し 」 と

いう 。） を受けた日から ３ 年以内でなければ、 契約不適合を理由と し た履行の追完の請求、 損

害賠償の請求、 代金の減額の請求又は契約の解除（ 以下こ の条において「 請求等」 と いう 。）

をする こ と ができ ない。  

２  前項の請求等は、 具体的な契約不適合の内容、 請求する 損害額の算定の根拠等当該請求等の

根拠を示し て、 乙の契約不適合責任を問う 意思を明確に告げる こ と で行う 。  

３  甲が第１ 項に規定する 契約不適合に係る 請求等が可能な期間（ 以下こ の項及び第６ 項におい

て「 契約不適合責任期間」 と いう 。） の内に契約不適合を知り 、 その旨を乙に通知し た場合に

おいて、 甲が通知から １ 年が経過する 日ま でに前項に規定する 方法によ る 請求等をし たと き

は、 契約不適合責任期間の内に請求等をし たも のと みなす。  

４  甲は、 第１ 項の請求等を行ったと き は、 当該請求等の根拠と なる 契約不適合に関し 、 民法の

消滅時効の範囲で、 当該請求等以外に必要と 認めら れる 請求等をする こ と ができ る 。  

５  前各項の規定は、 契約不適合が乙の故意又は重過失によ り 生じ たも のである と き には適用せ

ず、 契約不適合に関する 乙の責任については、 民法の定める と こ ろによ る 。  

６  民法第 637 条第１ 項の規定は、 契約不適合責任期間については適用し ない。  

７  甲は、 成果物の引渡し の際に契約不適合がある こ と を知ったと き は、 第１ 項の規定にかかわ

ら ず、 その旨を直ちに乙に通知し なければ、 当該契約不適合に関する 請求等をする こ と はで

き ない。 ただし 、 乙がその契約不適合がある こ と を知っていたと き は、 こ の限り でない。  

８  引き 渡さ れた成果物の契約不適合が設計図書の記載内容、 甲の指示又は貸与品等の性状によ

り 生じ たも のである と き は、 甲は当該契約不適合を理由と し て、 請求等をする こ と ができ な

い。 ただし 、 乙がその記載内容、 指示又は貸与品等が不適当である こ と を知り ながら こ れを

通知し なかったと き は、 こ の限り でない。  

( 賠償の予約)  

第 54 条 乙は、 第 44 条第１ 項第 11 号のいずれかに該当する と き は、 甲がこ の契約を解除する か

否かを問わず、 賠償金と し て、 業務委託料の 10 分の１ に相当する 額を甲の指定する 期間内に支

払わなければなら ない。 委託業務が完了し た後も 同様と する 。 ただし 、 次に掲げる 場合は、 こ

の限り でない。  

( １ )  第 44 条第１ 項第 11 号ア及びイ に掲げる 場合において、 排除措置命令又は納付命令の対

象になる 行為が、 独占禁止法第２ 条第９ 項の規定に基づく 不公正な取引方法( 昭和 57 年公正

取引委員会告示第 15 号) 第６ 項に規定する 不当廉売に該当する と き 。  

( ２ )  前号に掲げる 場合のほか、 甲が特に必要と 認める と き 。  

２  こ の契約に関し 、 第 44 条第１ 項第 11 号ウ に規定する 場合に該当し 、 かつ、 次の各号に掲げ

る 場合のいずれかに該当し たと き は、 乙は、 甲の請求に基づき 、 前項に規定する 業務委託料の

10 分の１ に相当する 額のほか、 業務委託料の 10 分の１ に相当する 額を甲の指定する 期間内に

支払わなければなら ない。  

( １ )  第 44 条第１ 項第 11 号イ に規定する 確定し た納付命令について、 独占禁止法第７ 条の３
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第１ 項の規定の適用がある と き 。  

( ２ )  第 44 条第１ 項第 11 号ウ に規定する 刑に係る 確定判決において、乙( 法人にあってはその

役員及び使用人を含む。 ) が違反行為の首謀者である こ と が明ら かになったと き 。  

３  前２ 項の規定は、 甲に生じ た実際の損害額がそれぞれ前２ 項に規定する 賠償金の額を超える

場合においては、 甲がその超過分につき 賠償を請求する こ と を妨げる も のではない。  

 （ 保険）  

第 55 条 乙は、設計図書に基づき 火災保険その他の保険を付し たと き 又は任意に保険を付し てい

る と き は、 当該保険に係る 証券又はこ れに代わる も のを直ちに甲に提示し なければなら ない。  

 （ 賠償金等の徴収）  

第 56 条 乙がこ の契約に基づく 賠償金、損害金又は違約金を甲の指定する 期間内に支払わないと

き は、 甲は、 その支払わない額に甲の指定する 期間を経過し た日から 業務委託料支払いの日ま

での日数に応じ 、 当該指定する 期間を経過し た時点における 民法第 404 条第２ 項に定める 率を

乗じ て計算し た利息を付し た額と 、 甲の支払う べき 業務委託料と を相殺し 、 なお不足がある と

き は追徴する 。  

２  前項の追徴をする 場合には、 甲は、 乙から 遅延日数につき 、 前項の相殺をし た日の翌日時点

における 民法第 404 条第２ 項に定める 率を乗じ て計算し た額の延滞金を徴収する 。  

３  第 1 項の場合において、 甲は相殺の充当の順序を指定する こ と ができ る 。  

 ( 補則)  

第 57 条 こ の約款に定めのない事項については、 今治市契約規則（ 平成 17 年今治市規則第 63

号） によ る も のと し 、 同規則に定めのない事項又は、 こ の約款の条項の疑義については、 必要

に応じ て甲乙協議し て定める 。  

 

   附 則 ( 平成 21 年 10 月 28 日改正)  

 こ の約款は、 平成 21 年 10 月 28 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 22 年 4 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 22 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 23 年 4 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 23 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 24 年 4 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 24 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 25 年 4 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 25 年 4 月 1 日から 施行する 。  
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   附 則 ( 平成 26 年 4 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 26 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 27 年 5 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 27 年 5 月 1 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 28 年 4 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 28 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 29 年 2 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 29 年 2 月 1 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 29 年 4 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 29 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

   附 則 ( 平成 31 年 4 月 1 日改正)  

 こ の約款は、 平成 31 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 ( 令和元年 10 月 1 日改正)  

こ の約款は、 令和元年 10 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 ( 令和 2 年 4 月 1 日改正)  

こ の約款は、 令和 2 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 ( 令和 2 年 10 月 1 日改正)  

こ の約款は、 令和 2 年 10 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 ( 令和 2 年 12 月 25 日改正)  

こ の約款は、 令和 2 年 12 月 25 日から 施行する 。  



別添

個人情報・特定個人情報取扱特記事項
（基本事項）

第１ この契約により、今治市（以下「甲」という。）から事務の委託を受けた者（以下「乙」
という。）は、この契約による事務を処理するに当たり、個人情報及び特定個人情報を取り扱
う際には、個人情報及び特定個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害するこ
とのないようにしなければならない。
（秘密の保持）

第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当
な目的に使用してはならない。

２ 乙は、この契約による事務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても、この契約に
よる事務に係る個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならな
いことその他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。

３ 前２項の規定は、この契約が完了し、又は解除された後においても同様とする。
（厳重な保管及び搬送）

第３ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き損その他の事故を
防止するため、個人情報の厳重な保管及び搬送に努めなければならない。
（再委託）

第４ 乙は、甲の許諾があるときを除き、この契約による個人情報の処理を自ら行うものとし、
第三者にその処理を委託してはならない。

２ 乙は、甲の許諾を得て、この契約による個人情報の処理を第三者に再委託するときは、第三
者に個人情報の保護の徹底を図らなければならない。
（特定個人に情報の処理についての再委託）

第５ 乙は、特定個人情報の処理を第三者に再委託するときは、次に掲げる事項を含め、乙自ら
が果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられる再委託先に限定して特定個人情報の処理
の全部又は一部を再委託するものとし、甲の事前の書面による同意を得なければならない。
(１) 委託先の設備
(２) 技術水準
(３) 従業者に対する監督・教育の状況
(４) その他委託先の経営環境

２ 乙は再委託先との間で、この契約（この特記事項を含む。以下同じ。）と同等の内容の再委
託契約を締結しなければならないものとする。また、再委託先にはこの契約により乙に課せら
れる安全管理義務と同等の安全管理義務を課するものとする。再委託契約の中には、再委託先
が更に特定個人情報の処理の全部又は一部を再委託する場合には、甲及び乙の事前の書面によ
る同意を得るものとする規定を設けなければならない。

３ 再委託先は、特定個人情報の処理の全部又は一部の委託を受けた者とみなされる。甲は、乙
が再委託先に対して適切な監督を行っているかどうかを監督するものとする。
（委託目的以外の利用等の禁止）

第６ 乙は、次２項に定める場合のほか、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による
事務に係る個人情報を当該事務の処理以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはならな
い。

２ 乙は、特定個人情報を、この契約に定める業務の目的以外に利用してはならない。
３ 乙は、特定個人情報を、秘密として保持し、行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律に基づき委託業務を処理する場合若しくは第三者に特定個人情報の
処理の全部又は一部を再委託する場合又は同法第19条に定める場合を除き、第三者に提供、開
示等をしてはならない。
（複写及び複製の禁止）

第７ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人情報を複写
し、又は複製してはならない。
（個人情報の持ち出し禁止）

第８ 乙は、この契約による事務に従事する者に対し、甲の指示又は承諾があるときを除き、こ
の契約による事務に係る個人情報を乙の事業所以外の場所（特定個人情報については、乙の事
業所内の取扱区域（特定個人情報を取り扱う事務を実施する区域をいう。）又は管理区域（特
定個人情報を取り扱う情報システムを管理する区域をいう。）以外の場所）に持ち出させては
ならない。
（事故発生時の報告義務）



第９ 乙は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったとき
は、速やかに、甲に報告し、その指示に従わなければならない。この契約が完了し、又は解除
された後においても、同様とする。

２ 前項の場合において、乙は、速やかに必要な調査を行うとともに、再発防止策を策定するも
のとし、甲に対し調査結果及び再発防止策の内容を報告する。

３ 特定個人情報の漏えい等に関し、甲の役職員を含む第三者から、訴訟上又は訴訟外におい
て、甲に対する損害賠償請求等の申立てがされた場合、乙は当該申立ての調査解決等につき協
力するものとする。

４ 前項の第三者からの甲に対する申立てが、乙の責任範囲に属するときは、乙は、甲が当該申
立てを解決するのに要した一切の費用を負担する。

５ 特定個人情報の漏えい等に関し、甲の役職員を含む第三者から、訴訟上又は訴訟外におい
て、乙に対する損害賠償請求等の申立てがされた場合、乙は、速やかに、甲に対し申立ての事
実及び内容を通知するものとする。

６ 甲が必要と判断するときは、甲は、乙に対し、相当かつ合理的と認められる範囲で前項の申
立の解決に関する指示又は援助を行うことができる。

７ 本条の定めは、この契約が完了し、又は解除された後においても有効とする。
（個人情報の返還又は処分）

第10 乙は、この契約が終了し、又は解除されたときは、この契約による事務に係る個人情報
を、速やかに甲に返還し、又は漏えいしない方法で確実に処分しなければならない。この場合
において、甲の指示があるときは、その指示内容に従い、返却、廃棄その他の処分をするもの
とする。
（監督）

第11 甲は、この契約による事務に係る個人情報の保護のため必要があると認めるときは、乙か
ら報告を徴収することができる。

２ 前項の報告は、甲が要求した場合は、年１回（特に必要がある場合はそれ以上）、委託業務
の遵守状況、特定個人情報の安全管理体制等を書面で報告するものとし、甲は、乙に対し、書
面により委託業務の遵守状況等について確認することができる。

３ 甲及び乙は前項の確認の結果を踏まえ、委託業務における特定個人情報の安全管理体制の改
善要否を協議し、改善が必要と判断した場合は双方協力のうえ対応するものとする。
（監査・検査・行政庁等への協力等）

第12 甲又は甲の指定した者は、乙に事前に通知し、乙の承諾を得た上でいつでも、乙の業務に
支障を生じさせない範囲内において、乙の施設への立入り、必要な書類の閲覧及び複写、乙の
役員及び従業員への事情聴取等委託業務の処理状況等について監査又は検査を実施することが
できる。乙は、合理的事由のある場合を除き、甲又は甲の指定した者の監査又は検査に協力し
なければならない。

２ 前項の監査又は検査の結果、乙の特定個人情報の安全管理体制の改善が必要と甲が判断した
場合、甲は乙に対し、その改善を要請することができる。

３ 乙は、甲が要求した場合は、年１回（特に必要がある場合はそれ以上）、乙の費用で、甲が
指定又は認める外部機関によるセキュリティ検査を受け、甲の要求する基準を満たさなければ
ならない。

４ 乙は、甲の監督当局に対する義務の履行等（甲を対象とした監督当局による検査、報告命
令、記録の提出要求に対する対応その他甲の監督当局に対する義務の履行等）を妨げることが
ないよう、甲に対する情報提供、資料提出等必要な協力を行わなければならない。
（措置事項に違反した場合の契約解除及び損害賠償）

第13 甲は、乙がこの特記事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請求
をすることができるものとする。
（その他）

第14 乙は、前第１から第13に掲げるもののほか、個人情報の適正な管理のために必要な措置を
講じなければならない。


